企業法学会規約
一九九一年七月五日制定、一九九二年七月一五日改正、一九九四年七月一日改正、二〇〇二年一〇月六日改正、二〇〇五年一〇月九日改正
第1条 　本会は、企業法学会（Ｊａｐａｎ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｂｕｓ　　　ｉｎｅｓｓ　Ｌａｗ）と称する。
第二条　本会の事務所は、東京都世田谷区世田谷四丁目二八番一号国士舘大学法学部現代ビジネス法学科内に置く。
第三条　本会は、国際的視野に立って諸外国の研究者と連携をとりながら、企業に係わる法的問題の研究を行うと共に、会員相互の協力を促進することを目的とする。
第四条　本会は、前条の目的を達成するため、下の事業を行う。
　　　　一、機関誌その他図書の刊行
　　　　二、研究会および講演会の開催
　　　　三、内外の研究者への連絡および協力促進
　　　　四、前三号のほか理事会において適当と認めた事業
第五条　本会の通常会員となることができる者は、下の資格一を有する者で、理事会の承認を得た者とする。
　　　　一、大学またはこれに準ずる機関に所属する教員および大学院生
　　　　二、通常会員の推薦を受けた者
　　　　本会の事業に賛同する法人及び団体は、理事会の承認を得て維持会員となることができ、理事会が認める限りにおいて学会の事業に参加できる。
第六条　本会に、名誉会長および名誉会員を置くことができる。名誉会長及び名誉会員は、理事会の推薦により、総会の議決にもとづき決定する。
第七条　本会の会費は、年額、通常会員は一万円、維持会員は一口二万円とする。
第八条　本会の会計年度は、毎年四月一日に始まり、翌年三月三十一日に終る。
第九条　会員は、第四条の事業に参加するほか、本会の機関誌に投稿することができる。また、機関誌の無料配布を受ける。
第一〇条　会員は、下の場合には、退会したものとする。
　　　　　一、本人が退会を届出たとき
　　　　　二、会費の滞納により、理事会において退会を相当と認めたとき
　　　　　三、本会の名誉を傷つけたことにより、理事会において退会を相当と認めたとき
第十一条　本会に下の役員を置く。
　　　　　一、理事　十二名以内、内一名を理事長とする
　　　　　二、監事　三名以内
　　　　　三、評議員　二十名以内
第十二条　理事・監事・評議員は、総会において通常会員の内から選任する。
　　　　　理事長は、理事会において互選する。ただし再任を妨げない。
第十三条　理事・監事・評議員の任期は一年とする。
　　　　　補欠の理事・監事・評議員の任期は、前項の規定にかかわらず、前任者の残任期間とする。
　　　　　理事・監事・評議員は再任されることができる。
第十四条　理事長は、本会を代表する。理事長に故障ある場合は、理事会において互選した他の理事が、その職務を代行する。
第十五条　理事は、理事会を組織し、会務を執行する。
　　　　　理事会は、通常会員の内から編集委員十二名以内を選任して編集委員会を組織し、これに機関誌発行の職務を委任することができる。
第十六条　理事会は、理事長がこれを招集する。
　　　　　理事会は、理事の半数以上の出席によって成立し、その議決は出席者の過半数による。
第十七条　監事は、会計の状況を監査し、総会において会計監査報告を行う。
第十八条　理事長は、毎年一回、通常会員からなる定時総会を招集しなければならない。
理事長は、必要があると認めるときは、何時でも臨時総会を招集することができる。
通常会員の五分の一以上の者が会議の目的たる事項を示して請求したときは、理事長は、臨時総会を招集しなければならない。
第十九条　通常会員の議決権は、平等とする。総会に出席しない通常会員は。書面により、他の出席通常会員にその議決権の行使を委任することができる。この場合には、これを出席とみなす。
第二〇条　総会の議決は、出席者の過半数による。なお、可否同数の場合は、理事長がこれを決する。
第二一条　本規約は、通常会員の二分の一以上の同意がなければ、これを変更することができない。
第二二条　本会は、通常会員の三分の二以上の同意がなければ解散することができない。
